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審査の結果 

 

電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号。以下「法」という。）及び電気通信事業法施

行規則（昭和６０年郵政省令第２５号。以下「施行規則」という。）の規定に基づき以下の

「審査の結果」のとおり審査を行った結果、法第３５条第１項の規定に基づき協議再開を命

令することが適当であると認められる。 

 

なお、次の事由により、本件申立ては法第３５条第１項に定める「電気通信事業者が他の

電気通信事業者に対し当該他の電気通信事業者が設置する電気通信回線設備と当該電気通

信事業者の電気通信設備との接続に関する協定の締結を申し入れたにもかかわらず当該他

の電気通信事業者がその協議に応じず、又は当該協議が調わなかつた場合」に該当すると考

えられる。 

日本通信株式会社は、ソフトバンク株式会社に対し、日本通信株式会社が設置するゲート

ウェイ装置、交換機等からなる電気通信設備とソフトバンク株式会社が設置するゲートウェ

イ装置、交換機等からなる電気通信回線設備との接続を求めており、本件申立てはこの接続

に関するものと認められる。 

ここにおいて、日本通信株式会社はソフトバンク株式会社に、ソフトバンク株式会社が販

売したＳＩＭロックがなされた端末（以下「ＳＩＭロック端末」という。）と日本通信の電

気通信設備による通信を可能とするＳＩＭカード（携帯電話等の通信端末に挿入して、移動

通信ネットワークでの利用者認証などに用いられる情報が記録された装置）の提供を求めて

いる。これは、上記電気通信設備と電気通信回線設備とを電気的につなげただけでは、相互

間で通信が可能な状態にはならず、接続が成立しないことから、この通信が可能となるよう

にし、接続が成立するために、当該ＳＩＭカードの提供が必要であるためである。したがっ

て、当該ＳＩＭカードが電気通信設備又は電気通信回線設備であるかどうかにかかわらず、

日本通信株式会社がソフトバンク株式会社に当該ＳＩＭカードの提供を求める行為は、上記

接続の請求の一環をなすものと認められる。 

また、日本通信株式会社及びソフトバンク株式会社の主張から、次の事実が確認できる。 

日本通信株式会社は、平成２７年８月７日付けでソフトバンク株式会社に対し、ソフトバ

ンク株式会社の設置する電気通信回線設備と日本通信株式会社の設置する電気通信設備と

の接続に関する事前調査を申し入れた。 

これに関して、日本通信株式会社の設置する電気通信設備とＳＩＭロック端末との間の伝

送交換を可能とする接続について、ソフトバンク株式会社においては、同年１１月１１日に

日本通信株式会社に対し、ソフトバンク株式会社が日本通信株式会社に提供するＳＩＭカー

ドはＳＩＭロックがかかっていない端末（以下「ＳＩＭロックフリー端末」という。）での

み利用可能である旨について対面説明を行ったとし、また、日本通信では、平成２８年２月

２４日のソフトバンク株式会社との協議でＳＩＭロック端末がソフトバンク株式会社が応

諾した接続では利用できない可能性が高いことを知らされたとしているので、遅くとも同日
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までには、ソフトバンク株式会社において、ＳＩＭロック端末との伝送交換を実現する接続

には応じない意思であることは、日本通信株式会社に伝達された。 

これに対し、日本通信株式会社としては、同日及び同年３月１日にソフトバンク株式会社

に対して、あらためてＳＩＭロック端末で動作するＳＩＭカードの提供を求めており、日本

通信株式会社の設置する電気通信設備とソフトバンク株式会社が販売したＳＩＭロック端

末との間の伝送交換を可能とするソフトバンク株式会社の設置する電気通信回線設備と日

本通信株式会社の設置する電気通信設備との接続を求める意思を伝達している。 

上記の経過を経て、ソフトバンク株式会社は、日本通信株式会社に対し、平成２８年３月

２３日から同年７月２１日にかけて、数次にわたって、ＳＩＭロック端末との間の伝送交換

を可能とする接続には応じられない旨の回答を行っており、その結果、両者の間では接続に

関する協定の締結は行われていない。 

 

 

審査の結果 

 

審査項目 事由及び結果 

１ 電気通信事業者は、他の電

気通信事業者から当該他の

電気通信事業者の電気通信

設備をその設置する電気通

信回線設備に接続すべき旨

の請求を受けたときは、次に

掲げる場合を除き、これに応

じなければならない。【法第

３２条】 

 

（１）電気通信役務の円滑な提

供に支障が生ずるおそれが

あるとき【法第３２条第１

号】 

ＭＶＮＯのサービスの利用者がＳＩＭロック端末を用

いてＭＶＮＯのサービスの提供を受ける形態は、他の電気

通信事業者について既に実例があり、それによって電気通

信役務の円滑な提供に支障が生ずるような実態は生じて

いるとは認められず、また、今後それが生ずるような事態

も想定されないことから、本件接続によって電気通信役務

の円滑な提供に支障が生ずるおそれがあるとは認められ

ない。 

（２）当該接続が当該電気通信

事業者の利益を不当に害す

るおそれがあるとき【法第３

２条第２号】 

本件接続により実現する電気通信事業者間の正当な競

争によってソフトバンク株式会社の利益が減じる事態が

想定されないとはいえないが、これは同社の利益を不当に

害するものとはいえず、また、その他、同社の利益を不当
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に害するような事態が本件接続によって生ずるおそれが

あるとは認められない。 

（３）電気通信設備の接続を請

求した他の電気通信事業者

がその電気通信回線設備の

接続に関し負担すべき金額

の支払いを怠り、又は怠るお

それがあること【施行規則第

２３条第１号】 

日本通信株式会社がその負担する金額の支払いを怠り、

又は怠るおそれがある特段の理由は認められない。 

（４）電気通信設備の接続に応

ずるための電気通信回線設

備の設置又は改修が技術的

又は経済的に著しく困難で

あること【施行規則第２３条

第２号】 

平成２８年５月１８日のソフトバンク株式会社から日

本通信株式会社への説明では、Ｌ２向けＭＶＮＯ用ＳＩＭ

カードを既存のソフトバンク株式会社のＳＩＭロック端

末で利用可能とするには、既存の同社のサービスの管理・

制御の方法を根本的に見直す必要があり、ネットワークの

開発等に加えオペレーション等の業務面等の影響がある

としているものの、その影響について具体的な説明はな

く、同年１１月２日付けの質問に対する同年１１月９日付

けの意見書においても、ソフトバンク株式会社は、本件接

続のための電気通信回線設備の設置又は改修の困難性に

ついて、検討をしていないとしている。よって、本件接続

について、技術的又は経済的に著しく困難であるとの理由

があるとは認められない。 

２ 法第１５５条第１項の規

定による仲裁の申請がされ

ているか【法３５条第１項】 

日本通信株式会社又はソフトバンク株式会社からは、本

件接続に関する協定の締結に関して、法第１５５条第１項

の規定による仲裁の申請はなされていない。 
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日本通信株式会社からの接続協議再開命令の申立ての概要 

 
１ 申立者 

日本通信株式会社 
代表取締役社長 福田 尚久 
 

２ ソフトバンク株式会社 
ソフトバンク株式会社 
代表取締役社長兼 CEO 宮内 謙 
 

３ 申立年月日 
平成 28 年 9 月 29 日 
 

４ 概要 
日本通信株式会社は、ソフトバンク株式会社に対し、日本通信株式会社が設置する電

気通信設備と特定移動端末設備（ソフトバンク株式会社が販売した SIM ロック端末及

び SIM ロックフリー端末の双方を含む。）との符号の伝送を可能とする、ソフトバンク

株式会社の電気通信回線設備との接続を求めている。 
ソフトバンク株式会社は、上記について平成 28 年 3 月 23 日から同年 7 月 21 日にか

けて、数次にわたって、SIM ロックフリー端末で動作する SIM カードの提供は可であ

るものの、SIM ロック端末で動作する SIM カードの提供は不可と書面で回答した。こ

れを受けて、日本通信株式会社から、電気通信設備の接続に関する協議が不調のため、

電気通信事業法（昭和 59 年法律第 86 号）第 35 条第 1 項の規定により、協議再開命令

の申立てがあった。 
＜概要図＞ 

 
※日本通信株式会社が求める接続は赤太線と緑太線の通信。ソフトバンク株式会社は緑太線の通信

のみ許容と日本通信株式会社に回答。 
 

以上 

165-2-1-② 
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電気通信事業法の協議再開命令の関係条文（抜粋） 

 

○電気通信事業法（昭和五十九年法律第八十六号） 

 

（電気通信設備の接続に関する命令等） 

第三十五条 総務大臣は、電気通信事業者が他の電気通信事業者に対し当該他の電気通信

事業者が設置する電気通信回線設備と当該電気通信事業者の電気通信設備との接続に関

する協定の締結を申し入れたにもかかわらず当該他の電気通信事業者がその協議に応じ

ず、又は当該協議が調わなかつた場合で、当該協定の締結を申し入れた電気通信事業者

から申立てがあつたときは、第三十二条各号に掲げる場合に該当すると認めるとき及び

第百五十五条第一項の規定による仲裁の申請がされているときを除き、当該他の電気通

信事業者に対し、その協議の開始又は再開を命ずるものとする。 

２～１０（略） 

 

（電気通信回線設備との接続） 

第三十二条 電気通信事業者は、他の電気通信事業者から当該他の電気通信事業者の電気

通信設備をその設置する電気通信回線設備に接続すべき旨の請求を受けたときは、次に

掲げる場合を除き、これに応じなければならない。 

一 電気通信役務の円滑な提供に支障が生ずるおそれがあるとき。 

二 当該接続が当該電気通信事業者の利益を不当に害するおそれがあるとき。 

三 前二号に掲げる場合のほか、総務省令で定める正当な理由があるとき。 

 

 

○電気通信事業法施行規則（昭和六十年郵政省令第二十五号） 

 

（電気通信設備の接続の請求を拒める正当な理由）  

第二十三条 法第三十二条第三号の総務省令で定める正当な理由は、次のとおりとする。  

一 電気通信設備の接続を請求した他の電気通信事業者がその電気通信回線設備の接続

に関し負担すべき金額の支払いを怠り、又は怠るおそれがあること。  

二 電気通信設備の接続に応ずるための電気通信回線設備の設置又は改修が技術的又は

経済的に著しく困難であること。 

 

165-2-1-③ 
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協議再開命令（案） 

 

 

 

資料１６５－２－２ 



 

総 基 料 第 ２ ３ ０ 号 

平成※※年※月※※日 

 

ソフトバンク株式会社 

  代表取締役社長兼ＣＥＯ 宮内 謙 殿 

 

 

 

                     総務大臣 山本 早苗  印 

 

 

 

 

 

電気通信設備の接続について（命令） 

 

 

 電気通信事業法（昭和５９年法律第８６号。以下「法」という。）第３５条第

１項の規定に基づき、日本通信株式会社の申立てに係る貴社の電気通信回線設備

と日本通信株式会社の電気通信設備との接続に関して、接続に関する協定の締結

の協議再開を命ずる。 

  

 

（注）この処分に不服がある場合は、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）

の規定に基づき、この処分があったことを知った日の翌日から起算して３か

月以内に、総務大臣に対して審査請求をすることができる（なお、処分があ

ったことを知った日の翌日から起算して３か月以内であっても、処分があっ

た日の翌日から起算して１年を経過した場合には審査請求をすることができ

なくなる。）。 

   また、この処分の取消しを求める訴訟を提起する場合は、行政事件訴訟法

（昭和３７年法律第１３９号）の規定に基づき、この処分があったことを知

った日から６か月以内に、国を被告として、東京地方裁判所に処分の取消し

の訴えを提起することができる（なお、処分があったことを知った日から６

か月以内であっても、処分の日から１年を経過した場合には処分の取消しの

訴えを提起することができなくなる。）。 

    

（案） 

 



（理由） 

 

（１）日本通信株式会社がソフトバンク株式会社に対し、接続に関する協定の締結を

申し入れたにもかかわらずその協議が調わなかったことについて 

 
日本通信株式会社は、ソフトバンク株式会社に対し、日本通信株式会社が設置

するゲートウェイ装置、交換機等からなる電気通信設備とソフトバンク株式会社

が設置するゲートウェイ装置、交換機等からなる電気通信回線設備との接続を求

めており、本件申立てはこの接続に関するものと認められる。 
ここにおいて、日本通信株式会社はソフトバンク株式会社に、ソフトバンク株

式会社が販売したＳＩＭロックがなされた端末（以下「ＳＩＭロック端末」とい

う。）と日本通信株式会社の電気通信設備による通信を可能とするＳＩＭカード

（携帯電話等の通信端末に挿入して、移動通信ネットワークでの利用者認証など

に用いられる情報が記録された装置）の提供を求めている。これは、上記電気通

信設備と電気通信回線設備とを電気的につなげただけでは、相互間で通信が可能

な状態にはならず、接続が成立しないことから、この通信が可能となるようにし、

接続が成立するために、当該ＳＩＭカードの提供が必要であるためである。した

がって、当該ＳＩＭカードが電気通信設備又は電気通信回線設備であるかどうか

にかかわらず、日本通信株式会社がソフトバンク株式会社に当該ＳＩＭカードの

提供を求める行為は、上記接続の請求の一環をなすものと認められる。 
 
また、日本通信株式会社及びソフトバンク株式会社の主張から、次の事実が確

認できる。 
日本通信株式会社は、平成２７年８月７日付けでソフトバンク株式会社に対し、

ソフトバンク株式会社の設置する電気通信回線設備と日本通信株式会社の設置

する電気通信設備との接続に関する事前調査を申し入れた。 
これに関して、日本通信株式会社の設置する電気通信設備とＳＩＭロック端末

との間の伝送交換を可能とする接続について、ソフトバンク株式会社においては、

同年１１月１１日に日本通信株式会社に対し、ソフトバンク株式会社が日本通信

株式会社に提供するＳＩＭカードはＳＩＭロックがかかっていない端末（以下

「ＳＩＭロックフリー端末」という。）でのみ利用可能である旨について対面説

明を行ったとし、また、日本通信では、平成２８年２月２４日のソフトバンク株

式会社との協議でＳＩＭロック端末がソフトバンク株式会社が応諾した接続で

は利用できない可能性が高いことを知らされたとしているので、遅くとも同日ま

でには、ソフトバンク株式会社において、ＳＩＭロック端末との伝送交換を実現

する接続には応じない意思であることは、日本通信株式会社に伝達された。 
これに対し、日本通信株式会社としては、同日及び同年３月１日にソフトバン



ク株式会社に対して、あらためてＳＩＭロック端末で動作するＳＩＭカードの提

供を求めており、日本通信株式会社の設置する電気通信設備とソフトバンク株式

会社が販売したＳＩＭロック端末との間の伝送交換を可能とするソフトバンク

株式会社の設置する電気通信回線設備と日本通信株式会社の設置する電気通信

設備との接続を求める意思を伝達している。 
上記の経過を経て、ソフトバンク株式会社は、日本通信株式会社に対し、平成

２８年３月２３日から同年７月２１日にかけて、数次にわたって、ＳＩＭロック

端末との間の伝送交換を可能とする接続には応じられない旨の回答を行ってお

り、その結果、両者の間では接続に関する協定の締結は行われていない。 
 
以上から、日本通信株式会社がソフトバンク株式会社に対し接続に関する協定

の締結を申し入れたにもかかわらず、その協議は調わなかったと認められる。 
 
 

（２）法第３２条各号に掲げる場合に該当しないことについて 

 
次に述べるとおり、日本通信株式会社がソフトバンク株式会社に申し入れた接

続について、法第３２条第１号若しくは第２号に掲げる場合に該当し又は同条第

３号の規定による電気通信事業法施行規則（昭和６０年郵政省令第２５号。以下

「施行規則」という。）第２３条第１号若しくは第２号の理由があるとは認めら

れない。 
 

① 電気通信役務の円滑な提供に支障が生ずるおそれがあるとき（法第３２条第

１号） 

 
ＭＶＮＯのサービスの利用者がＳＩＭロック端末を用いてＭＶＮＯのサー

ビスの提供を受ける形態は、他の電気通信事業者について既に実例があり、そ

れによって電気通信役務の円滑な提供に支障が生ずるような実態は生じてい

るとは認められず、また、今後それが生ずるような事態も想定されないことか

ら、本件接続によって電気通信役務の円滑な提供に支障が生ずるおそれがある

とは認められない。 
 

② 本件接続がソフトバンク株式会社の利益を不当に害するおそれがあるとき

（法第３２条第２号） 

 
本件接続により実現する電気通信事業者間の正当な競争によってソフトバ

ンク株式会社の利益が減じる事態が想定されないとはいえないが、これは同社



の利益を不当に害するものとはいえず、また、その他、同社の利益を不当に害

するような事態が本件接続によって生ずるおそれがあるとは認められない。 
 

③ 日本通信株式会社がその電気通信回線設備の接続に関し負担する金額の支

払いを怠り、又は怠るおそれがあること（施行規則第２３条第１号） 

 
日本通信株式会社がその負担する金額の支払いを怠り、又は怠るおそれがあ

る特段の理由は認められない。 
 

④ 電気通信設備の接続に応ずるための電気通信回線設備の設置又は改修が技

術的又は経済的に著しく困難であること（施行規則第２３条第２号） 

 
平成２８年５月１８日のソフトバンク株式会社から日本通信株式会社への

説明では、Ｌ２向けＭＶＮＯ用ＳＩＭカードを既存のソフトバンク株式会社の

ＳＩＭロック端末で利用可能とするには、既存の同社のサービスの管理・制御

の方法を根本的に見直す必要があり、ネットワークの開発等に加えオペレーシ

ョン等の業務面等の影響があるとしているものの、その影響について具体的な

説明はなく、同年１１月２日付けの質問に対する同年１１月９日付けの意見書

においても、ソフトバンク株式会社は、本件接続のための電気通信回線設備の

設置又は改修の困難性について、検討をしていないとしている。よって、本件

接続について、技術的又は経済的に著しく困難であるとの理由があるとは認め

られない。 
 
 

（３）法第１５５条第１項の規定による仲裁の申請がされていないことについて 

 
日本通信株式会社又はソフトバンク株式会社からは、本件接続に関する協定の

締結に関して、法第１５５条第１項の規定による仲裁の申請はなされていない。 
 

以上 



 

 

 

 

 

 

 

「接続協定に関する命令申立書」 

及び 

「意見書」 

 

 

 

委員限りの情報を含む 資料１６５－２－３ 



「接続協定に関する命令申立書」及び「意見書」 

ページ 提出者 日付又は提示日 差出人 宛先 内容（題名等） 

1 日本通信 2016 年 9 月 29 日 日本通信 総務省 接続協定に関する命令申立書 

13 ソフトバンク 2016 年 10月 14日 ソフトバンク 総務省 意見書 
19 ソフトバンク 2016 年 10月 24日 ソフトバンク 総務省 追加意見書 
21 日本通信 2016 年 11 月 1 日 日本通信 総務省 意見書 
27 ソフトバンク 2016 年 11 月 9 日 ソフトバンク 総務省 追加意見書 
31 ソフトバンク 2016 年 11 月 24 日 ソフトバンク 総務省 意見書 

※ 「接続協定に関する命令申立書」及び「意見書」については、一部委員限り。 
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 【御省追加質問 2】 

 

 

 

 

 

 

【当社回答】 

当社追加意見書「2【当社回答】」において述べたとおり、当社は、①日本通信殿の電気

通信設備と当社電気通信回線設備との接続請求に応じており、電気通信事業法第 32条

(電気通信回線設備との接続)を遵守していること、また、②SIM カードについて電気通信事

業法第 32条(電気通信回線設備との接続)の適用範囲外であると認識していることから、必

要となる事項及びそれに伴う影響等について検討しておらず、具体的に回答するものはあ

りません。 

以上 

日本通信株式会社が設置する電気通信設備と貴社の第二種指定電気通信設備    

との接続において、貴社が販売した SIM ロック端末からの符合及び映像の伝送交換    

を可能としたときに、貴社において必要となる事項及びそれに伴う影響等があれば、    

具体的に説明されたい。 

（30）



（31）



（32）



（33）




